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第２節 中国地方における近年の状況変化 

（１）急成長中の東アジア等との貿易額の増加 

東アジア等との生産連携が拡大する中で、近年、中国地方の貿易額は飛躍的に増

加しています。特に鉄鋼、化学等の基礎素材型産業や輸送用機械、電気機械等、中

国地方の基幹産業はグローバルな生産連携により成長力を高めています。 

コンテナ貨物取扱量は、全国と同様に増加傾向にあり、特に、ものづくり産業が集積

する瀬戸内側の港湾で取扱量が多く、2008 年秋以降の世界的な景気後退の影響を受

けているとはいえ、今後も東アジア等の急成長によりさらなる増加が期待されます。 

また、山陰側においては、経済発展めざましい北東アジアとの地理的近接性を活か

し、定期貨客船の新航路開設などロシア沿海地方、韓国、中国東北部などとの連携強

化の動きが活発化しています。 
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■輸出入別コンテナ取扱量(TEU*)と全国比の推移 

■国際コンテナ定期航路及び港湾別取扱貨物量 
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※出典：神戸税関「中国圏・県別貿易統計」等 

■輸出入額の推移 
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■東アジア等とのシームレス*な 

輸送ネットワークの確立 

※出典：中国地方国際戦略物流チーム 

   「中国地方の産業の国際競争力強化に向けた 

緊急提言」（H19.6.2） 
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（２）異常気象による災害の頻発化 

近年、全国的に異常気象による深刻な災害被害が発生しています。年降水量の多い

年と少ない年の差が年々開くとともに、集中豪雨の回数が増加するなど、異常気象による

想定外の集中豪雨が各地で発生しています。中国地方においても、平成16年９月の高

潮、平成17年９月の台風14号、平成18年７月の豪雨などによる被害が発生しています。さ

らに、地球温暖化に伴う気候変化により、海面水位の上昇や大雨の頻度増加、台風の激

化等が生じ、その結果治水安全度*が低下することが懸念されています。 

また、ここ100年の日本の年降水量の変化を見てみると、降水量の多い年がある一方で、

深刻な渇水被害が度々発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中国地方の主な災害年表 

■中国地方の水害被害棟数の推移 

■中国地方の水害被害額の推移 

※出典：国土交通省河川局「水害統計」

※出典：国土交通省河川局「水害統計」

■日本の年降水量の経年変化 

※出典：国土交通省 土地・水資源局 

「平成 20 年度版 日本の水資源」 

豪雨・高潮災害 地震災害 豪雪災害

1945年 （S20年） 枕崎台風(豪雨、強風)

1946年 （S21年） 南海地震

1951年 （S26年） ルース台風(豪雨、強風、土砂災害)

1963年 （S38年） 昭和38年1月豪雪

1967年 （S42年） 昭和42年7月豪雨

1972年 （S47年） 昭和47年7月豪雨

1977年 （S52年） 昭和52年豪雪

1981年 （S56年） 昭和56年豪雪

1983年 （S58年） 昭和58年7月豪雨

1984年 （S59年） 昭和59年豪雪

1988年 （S63年） 昭和63年7月豪雨

1991年 （H3年） 台風19号(強風、高潮)

1993年 （H5年） 台風5号(豪雨、土砂災害)

1999年 （H11年） 梅雨前線、低気圧（豪雨、土砂災害）
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2001年 （H13年） 広島県安芸灘地震

2004年 （H16年） 台風16号(強風、高潮)

2005年 （H17年） 台風14号(豪雨、強風、高潮)

2006年 （H18年） 平成18年7月豪雨 平成18年豪雪
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年 

年 

0

5

10

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1時間降水量100mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

S H

S51～62

平均 1.8 回

（年）

S63～H9

平均 2.0 回

H10～H19

平均 3.7 回

0

50

100

150

200

250

300

350

400

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

S H

H10～H19

平均 238 回

(年）

S63～H9

平均 177 回

S51～62

平均 162 回

■集中豪雨の頻度 

※出典：国土交通省河川局「水害レポート 2008」
※H20 は 9 月 2 日までのデータによる 

・1 時間降水量の年間発生回数 

・全国約 1300 地点のアメダスより集計 

・1000 地点あたりの回数 

*治水安全度：川に流れ込む雨量が何年に一回の雨まで溢れずに耐えられるかということを意味する。 
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（３）中山間地域等の全国に先行した高齢化の進展 

中国地方では全国に先行して高齢化が進展しており、住民の過半数が65歳以上の高

齢化集落及び世帯数20世帯未満の小規模集落の数は全国で最も多くなっています。人

口規模が小さく基幹産業*に乏しい中山間地域等では、一貫して生産年齢人口が減少し

ており、高齢化の進展や人口の減少と合わせて、地域経済の活力が低下しています。 
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■住民の過半数が 65 歳以上の高齢化集落数

（全国比較） 
 

■中国地方各地で起きた水害被害・土砂災害 

土土砂砂災災害害  
洪洪水水・・高高潮潮  

昭和58年７月豪雨 

（島根県江津市（旧桜江町））  

凡例 

一級河川 

直轄管理区間 

一級・二級河川 

県管理区間 

平成18年７月集中豪雨

（島根県松江市）  
昭和54年10月19日洪水

旧用瀬町（現鳥取市）

平成10年10月台風10号 

（岡山県赤磐市） 

平成17年９月台風14号 

（広島県山県郡安芸太田町） 

昭和47年７月洪水

（広島県三次市）

昭和47年７月洪水 

（島根県松江市）  

平成18年９月台風13号 

（広島市安佐北区） 

平成19年９月集中豪雨 

（隠岐郡隠岐の島町有木） 
平成18年７月集中豪雨 

（島根県出雲市） 

平成11年６月集中豪雨

（呉市警固屋地区） 

平成16年９月台風18号

（広島市中区吉島） 

平成17年９月台風14号 

山陽道（山口県岩国市廿木） 

平成11年６月末 梅雨前線豪雨 

（広島市佐伯区） 

平成16年８月台風16号 

（岡山県倉敷市） 

平成14年９月台風15号 

（島根県松江市） 

※出典：国土交通省「国土形成計画策定のための集落の

状況に関する現況把握調査（2006 年時点）」 
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※出典：国土交通省「国土形成計画策定のための集落の

状況に関する現況把握調査（2006 年時点）」 

*基幹産業：農林水産業、商業、工業等の産業。 



18 

（４）都市と中山間地域等の生活基盤の格差の存在 

中山間地域等では、公共交通サービスの水準が低く、自動車交通への依存率が

高い傾向にあります。しかし、中山間地域等の道路改良率は都市的地域あるいは

中国地方全体と比べて低く、さらに事前通行規制*による孤立地域が各地に分散

している状況です。また、医師不足が深刻であり、第３次医療施設*までの到達

時間が１時間を超える地域が多いことや、下水道普及率が都市的地域と比較して

低く、また情報通信基盤の整備が都市的地域より遅れているなど、都市的地域と

生活基盤の格差が大きい状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■道路改良率と走行台キロ 

※出典：国土交通省、H17 道路交通センサス 

※道路改良率は、区間総延長を改良済み延長（車道幅員 5.5m

以上）で除したもの 

 

 ■ ： 孤立地域

■ ： 平成15年度からH19年度末予
定までに解消される孤立地域

■第３次医療施設に１時間で到達可能な圏域 

■市町村別一人当たりの自動車保有台数 

※出典：「平成 19 年市町村別自動車保有車輛数」

「平成 19 年市区町村別軽自動車車両数」 

    総務省国勢調査（平成 17 年）（人口） 

※市区町村境界はH20年時点 

■事前通行規制による孤立地域の分布状況 
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※出典：国土交通省 中国地方整備局 

※出典：国土交通省 中国地方整備局 

 凡　例

1時間カバー圏

平成14年度まで

平成15年度～19年度（予定）

供用区間

事業中区間

計画区間
第3次医療施設

※平成15年度以降に追加された
第3次医療施設の1時間カバー圏域を含む

*事前通行規制：大雨や台風による土砂崩れや落石等のおそれがある箇所について、道路利用者の安全を確保するた

め、過去の記録などを元にそれぞれ規制の基準等を定め、災害が発生する前に「通行止」などの規制を実施するもの。 
*第３次医療施設：重篤な患者を 24 時間体制で受け入れ、高度の診療を提供する救急・救命センターなどの医療施設。 
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※１ 平成 20 年 9 月末現在。 

※２ 市町村の行政界は平成 20 年４月１日現在。 

※３ ブロードバンド・マップは、ブロードバンド・サービス 

   （ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ケーブルインターネット等）に 

ついて、事業者情報等から、原則町丁目字単位で利用可能

の有無を区分し地図上に色塗りしており、色塗りした地域

の全域でサービス提供されているとは限らない。 

■ブロードバンドサービス提供市町村 

※出典：総務省ホームページ 

「全国ブロードバンド・マップ（中国地方）」 

※出典：日本下水道協会ホームページ

■下水道普及率 

 

 下水道普及率
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（H17.3）

※市区町村境界はH16年時点 

※出典：厚生労働省「平成 16 年 医師・歯科医師・薬剤師調査」 

■医師（小児科、産科・産婦人科）の空白地域 
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第３節 中国地方におけるこれまでの取組 

みらいビジョン中国２１“2004”では、「競争力のある地域経済社会の再構築」、「安全

で、誰もが安心して暮らせる地域づくり」、「中国地方の美しく豊かな自然・歴史・文化な

どを活かした地域づくり」、「周辺地域との交流・連携と国際交流拠点の機能強化」の４

つの地域整備の目標のもと 23 の重点目標を掲げ、中国地方の社会資本整備に取り組

んできました。 

 

（１）競争力のある地域経済社会の再構築に係る取組 

中国地方の国際競争力強化と地域経済の再生、活性化に資する港湾・空港などの

整備と山陰と山陽の格差是正につながる高規格幹線道路*等の整備を積極的に推進し

ています。また、物流・業務等の経済活動を支援するため、交通容量拡大策や TDM

（交通需要マネジメント）*施策、マルチモーダル施策*を組み合わせて地域の特性に合

った渋滞対策を総合的に実施し、都市内における交通円滑化を図り、物流の効率化を

目指しています。 

しかし、高規格幹線道路等のインターチェンジ

から 10 分以内のアクセスが可能な拠点的な空港、

港湾の割合である空港・港湾のＩＣ連結率は、中

国横断自動車道姫路鳥取線（鳥取空港・鳥取港

アクセス）が供用できなかった等により、目標を達

成できていない状況です。 

バイパス、環状道路の整備や、ボトルネック*交

差点の改良、立体化などのハード対策を進めると

ともに、ノーマイカーデーによる公共交通機関の

利用促進などモビリティマネジメント*等の渋滞削

減に向けたソフト対策も併せて進めています。こ

れらの施策により渋滞損失額と渋滞損失時間は、

約１割削減（Ｈ14 年度に対する H19 年度の削減

率）されました。 

また、併せて CO２削減など、地球温暖化への

対応も取り組んでいます。 
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■空港・港湾のIC連結率 

*高規格幹線道路：自動車の高速交通の確保を図るために必要な道路で全国的な自動車交通網を構成する自動

車専用道路｡ 
*TDM（交通需要マネジメント）：交通需要マネジメント（Transportation Demand Management）の略。都市又は地域

レベルの道路交通混雑の緩和を道路利用者の時間の変更、経路の変更、手段の変更、自動車の効率的利用、発

生源の調整等、交通需要量を調整（＝交通行動の調整）することによって行う手法の体系。 
*マルチモーダル施策：良好な交通環境を作るために、航空、海運、水運、鉄道等、複数の交通機関と連携し、都

市への車の集中を緩和する総合的な交通施策。 
*ボトルネック：道路網又は道路の一部区間において、交通容量が前後の区間に比べ小さいため、そこを流れる交

通の妨げとなっている地点又は区間。 
*モビリティマネジメント：１人１人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向（過度な自動車利用か

ら公共交通等を適切に利用する等）へ自発的に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通政策。 
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（２）安全で、誰もが安心して暮らせる地域づくりに係る取組 

近年、台風や集中豪雨による甚大な水害、土砂災

害、高潮災害や地震による災害等が発生しています。

また地球温暖化に伴う気候変化により、海面水位の

上昇や大雨の頻度増加、台風の激化等により、水害、

土砂災害、高潮災害等が頻発・激甚化することが懸

念されています。一方、特に中山間地域等において

は少子高齢化や地域コミュニティの機能低下に伴い、

防災力の低下が地域の存続に関わる重大な課題とな

っています。こうした状況の中、浸水対策やハザード

マップ*の作成支援など、防災基盤の強化、地域防災

力の向上に向けた、様々な取組を推進してきました。 

具体的には、水害被害を受けた箇所で浸水被害

の解消を図るための浸水対策により、一定の規模の

洪水から防御される戸数は、小谷川（島根県）や太田

川（広島県）などで重点的な投資を行った結果、５年

間で新たに約 2,900 戸（H19 年度）増加しました。 

また、中国地方の特徴でもある弱いまさ土地盤に

起因する土砂災害に関しては、土砂災害から保全さ

れる戸数が、約 17.8 万戸（H14 年度）から約 18.8 万

戸（H19 年度）に増加しました。災害時に自力では避

難できない病院、高齢者福祉施設、幼稚園等の施設

にいる災害時要援護者*を守るための砂防施設の整

備により、守られる施設数は、約 480 施設（H14 年度）

から約 680 施設（H19 年度）へと増加しました。これら 
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※データ： 

供用前：H14年10月22日（火） 

供用後：H18年9月5日（火） 
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供用前(H14) 供用後(H18)

(ｍ)

【渋滞解消】 

夕方ピーク時に発生して

いた国道２号上り方向の

最大渋滞長が、600m か

ら 100m に減少し、渋滞

が解消されました。 

■渋滞解消事例 

（国道２号 厚狭・埴生バイパス整備による前場交差点での渋滞解消） 

約480施設
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約650施設
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現状（H14年度） 実績値（H19年度） 目標（H19年度）

(施設)

■土砂災害から保全される 
災害時要援護者関連施設の数 

*ハザードマップ：火山噴火や洪水、土砂災害、津波、高潮等の自然災害に対して、被害が予測される区域および

避難地・避難路等が記載されている地図。 
*災害時要援護者：災害時の一連の避難行動をとるのに支援を要する人々をいい、一般的に高齢者、障害者、外

国人、乳幼児、妊婦等をいう。 
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防災基盤の整備により着実に地域の安全度が向上して

います。 

さらに、防災拠点となる官庁施設の耐震性能を確保

するため、施設整備や施設改修を行い、耐震化された

官庁施設数の割合が 50％（H14 年度）から 66％（H19

年度）に増加しました。異常気象時事前通行規制区間

または規制区間に挟まれたエリアにおいて、事前通行規制により孤立する人口の減少

を目指し、災害時における地域の生命線の確保を図るため、山陰や内陸部を主として、

幹線道路ネットワーク整備を重点的に進め、H19 年度時点で約 14 万人の目標を達成し

ました。 

 

 

 

 

道路利用者や住民の安全・安心な移動を確保

するため、交通事故の発生する危険性の高い箇所

を「事故危険箇所」、歩行者や自転車利用者の安

全を面的に確保すべきエリアを「あんしん歩行エリ

ア」として指定し、関係機関の連携により重点的な

対策・整備を実施し、死傷事故率の目標値 92 件/

億台キロを達成することができました。 

■急傾斜地崩壊危険箇所に施設を整備 
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■事前通行規制による孤立人口解消事例（上野地区・伊賀和
い か わ

志
し

地区） 

※出典：国土交通省 

52.8
45.7

71.2

95.0

114.2

129.1

118.4

66.5

41.5

49.8

124.4

92.0

115.3
109.9

0

20

40

60

80

100

120

140

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 中国 全国

死
傷

事
故

率
（
件

／
億

台
キ

ロ
）

H14 H18

■死傷事故率 

伊賀和志大橋 
作木・大和道路 

大津トンネル 



23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）美しく豊かな自然・歴史・文化を活かした地域づくりに係る取組 

瀬戸内海をはじめとする美しく豊かな自然・歴史・文化など、地域の特性を活かした

地域づくりを進めるため、河川等の水質浄化、公共用水域の水質保全に向けた生物の

多様性の確保、自然とのふれあいの場の確保等、美しく豊かな自然環境の保全と継承

を進めてきました。 

具体的には、過去の開発や侵食によって失われた水辺のうち、回復可能な干潟の中

で再生した水辺の割合は、人工干潟等の整備を推進した結果、12％（H14 年度）から

21％（H19 年度）へ割合が増加しました。また、水環境の改善、自然環境の再生・創出

を図るため、冬場以外の工事可能な季節において計画的な工事の実行に努める等、

効率的な事業の促進を図り、自然・歴史・文化などを活かした地域づくりを進めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

また、下水道処理人口普及率は、汚水管渠や下水処理場の整備を推進した結果、

50％（H14 年度）から 58％（H19 年度）へと増加しました。水辺環境を快適な状態に保全

するなど、魅力ある生活環境の実現に向け、公共下水道事業、排水処理施設整備事

業等を推進しています。

歩行者・自転車事故の推移 

対策前後の追突事故件数の推移 
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■事故件数の減少の事例（国道 54 号 白神社前交差点における事故危険箇所対策事業） 

整備前 
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（４）周辺地域との交流・連携と国際交流拠点の機能強化に係る取組 

山陰側における交通基盤をはじめとする社会資本

の整備率の低さを踏まえ、山陰と山陽の

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

（平成 14 年度末） （平成 19 年度末） 

■下水道処理の整備状況 

 

 

 

 

 

 

下水道処理人口普及率 凡例 
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■主要都市間の所要時間短縮率 

格差是正や

連

間連携に

ます。

ットワ

含めたネットワーク整備を推

中山間地域等と沿岸部の都市等との相互の交流・

携、および近畿、四国、九州などのブロック

必要な高規格幹線道路等の整備を推進してい

また、空港や港湾などの国際交流拠点と域内ネ

ーク整備による高速ＩＣとの連結の強化、国際交流拠点を

進しています。 

 

 

約2%短縮

約5%短縮

0%

2%

4%

6%

8%

10%

実績値

（H19年度）

目標

（H19年度）

■ 主要都市の地理的位置と自動車による 

移動時間から見た位置（イメージ） 
■高規格幹線道路網と空港・港湾のＩＣ連結 

山陰側 約６時間50分 

山陽側 約４時間50分 
※時間から見た県庁所在地の位置は広島市～岡山市間を基準とした場合のイメージ的なものです。 

都市間の所要時間と位置関係において、一部に一致しない都市間があります。 

※図中の数値は、道路時刻表2007～2008及び規制速度等より算出しています。 

凡　例
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　　　県庁所在地

凡　例

････　時間距離

○　　地理的位置から見た

　　　県庁所在地

○　　時間距離から見た

　　　県庁所在地
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具体的には、主要都市間の実距離と時間距離を比べると、山陰と山陽の都市間、山

陰の都市間では実距離に対して時間距離が大きくなっていますが、バイパス整備等主

要都市間の所要時間短縮に向けて取り組んだ結果、約２％短縮（H19 年度）となりまし

た。 

さらに、高規格幹線道路等のインターチェンジに 30 分以内で到達できる地域の面

積・人口の割合である高速道路等 IC の 30 分カバー率は、人口 84％（H19 年度）、面積

69％（H19 年度）となっています。 
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■高速道路等 IC の 30 分カバー率 

※人口・面積データは H12 年度国勢調査 

※出典：国土交通省 中国地方整備局 

ご う つ

■カバー圏域拡大と所要時間短縮事例（江津道路） 
 

温泉津町役場整備前エリア 

整備後拡大エリア

大田
お お た

市温泉津
ゆ の つ

町が

新たな圏域に。 

 人口：4053 人 

 面積：71.85km2

L=17.6km
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第４節 中国地方で今後取り組むべき課題 

 第 1 節「中国地方の特徴」、第 2 節「中国地方における近年の状況の変化」、第 3 節

「中国地方におけるこれまでの取り組み」で示した中国地方の現状から、中国地方の

「特長」と「克服すべき課題」、及び「みらいビジョン中国 21“2004”」策定以降の「経済・

社会情勢の変化」を整理すると次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ものづくりを中心とした高度な産業集積 
山陽側を中心に、基礎素材型産業等、ものづくりを中心とした高度な産業が集積し
ています。                ⇒競争力強化のための基盤整備

○ 急成長中の東アジア等との地理的近接性 
対東アジア物流を行っていくうえで、地理的に近接しており優位にあります。 

                ⇒東アジア等との国際競争力の強化
○ 多様・多彩な地域資源 

自然・歴史・文化的資源を多く有しています。 ⇒地域資源の有効活用
○ 世界遺産３件を含む豊富な観光資源 

原爆ドーム、厳島神社、石見銀山の３つの世界遺産をはじめとする多くの観光資源
があります。                   ⇒広域観光資源の有効活用

特 長 

○ 小規模集落、高齢化集落の増加 
中山間地域等には多くの小規模で高齢化が進む集落が分布しており、そのうち一部
の集落は消滅が危惧されている状況です。    ⇒高齢化に対応した地域づくり

 ⇒中山間地域等の居住環境向上
○ 分散した都市をつなぐ交通基盤整備の遅れ 

中小の都市が分散した地域構造になっており、各都市をつなぐ交通基盤や都市内の
交通基盤整備が遅れています。               ⇒交通基盤の整備

○ 急峻な地形、かつ河川の氾濫区域に人口や資産が集中 
河川の氾濫区域や洪水・高潮による水害リスクの高い地域に、人口や資産が集中し
ています。                    ⇒災害等に強い地域づくり

○ 中心市街地の空洞化などによる地方都市の活力低下 
中心市街地の商店街は、シャッター通りが多く、地方都市の活力が低下しています。
                             ⇒地域活力の向上

克服すべき課題 

○ 厳しい経済状況に直面 
   世界的な金融危機を契機に、厳しい経済状況におかれています。 
                               ⇒国際競争力の強化
○ 高齢化した社会資本ストックの増大 

高度経済成長時に建設された社会資本の高齢化が進み、老朽化が懸念されます。 
                     ⇒戦略的な維持管理・更新等の推進

○ 地球環境問題の深刻化 
地球温暖化をはじめとする、地球環境問題や閉鎖性水域の環境保全が求められてい
ます。                           ⇒環境問題への対応

○ 「新たな公*」を担う住民等の活動の活発化 
幅広い「公」の役割を NPO、企業等の多様な主体が担いつつあります。 

       ⇒新たな公と行政の連携

経済・社会情勢の変化 

*新たな公：行政以外に地域づくりの担い手と位置づけられた住民、ＮＰＯ、企業等の多様な主体が、従来の公の領

域に加え、公共的価値を含む私の領域や公と私の中間領域で協働すること。 
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以上のことを踏まえ、今後取り組むべき課題を次のとおり整理しました。 

 

①全国に先行する人口減少・高齢化の進展に対応した地域づくり 

第 1 節(2)で示したとおり、中国地方は、全国より 10 年早く人口減少に転じており、今

後も人口減少が続くとともに高齢者人口は引き続き増加することが予測されます。 

 

 

 

②拡大する東アジア等との経済交流に対応した国際競争力の強化 

第 1 節(2)で示したとおり、中国地方は、ものづくり産業が臨海部を中心に集積し、移

出を通じた域外からの所得獲得力は地方ブロックの中で抜きん出た強さを持っていま

す。また、2008 年秋以降の世界的な景気後退の影響を受けているとはいえ、第２節(1)

で示したとおり、東アジア等との生産連携が拡大する中で貿易額が飛躍的に増加して

います。山陰側においては、経済発展めざましい北東アジアとの地理的近接性を活か 

し、定期貨客船の新航路開設などロシア沿海地方、韓国、中国東北部などとの連携強

化の動きが活発化しています。 

しかし、海上国際コンテナ貨物の半分近くが他ブロックの港湾を経由していることや、

バルク貨物輸送船の大型化への対応、高速交通ネットワークの整備・活用や都市部の

渋滞対策としての交通基盤整備、都市機能の強化などの課題を抱えています。 

 

 

 

 

 

③水害や地震等に対する脆弱さを踏まえた安全な地域づくり 

第 1 節(1)で示したとおり、中国地方は、全国の土砂災害危険箇所数の約 18％が集

中するなど、水害等に対する脆弱さを内包する地域であることに加え、総面積の約６％

を占める河川氾濫区域に人口の約 66％が集中している地方です。 

第２節(2)で示したとおり、近年は、台風や集中豪雨による甚大な水害、土砂災害、高

潮災害や地震による災害等が発生しています。一方、深刻な渇水被害が度々発生する

など、少雨にも対応した暮らしや産業活動を支える水の安定供給のための水資源確保

対策が課題となっています。今後さらに、地球温暖化に伴う気候変化により、水害、土

砂災害、高潮災害等の頻発・激甚化や渇水の頻発・深刻化が懸念されます。 

また、第３節(2)で示したとおり、道路交通による死傷事故率は減少傾向にあるものの

未だ高い状況にあります。 

 

高齢化等に対応した、誰もが安心して暮らせる地域づくりを進める必要があります。 

国内他圏域及び東アジア各国と競争していく力を強化していくためには、陸・海・空

の国際物流・人流基盤を総合的に整備して東アジア等との「ゲートウェイ機能*」を確

保するなど国際競争力を強化する必要があります。 

*ゲートウェイ機能：経済・文化・観光等の様々な国際交流や連携活動を展開する上で、圏域の玄関口となる交通・

物流基盤を意味しており、国際空港や国際港湾機能を指す。 
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④中心市街地の空洞化、集落の消滅が危惧される中山間地域等における快適で安心

して暮らせる地域づくり 

人口規模が小さく基幹産業に乏しい中小都市圏や中山間地域等において、人口減

少や労働力の域外流出、中心市街地の衰退が続いています。また、第２節(3)で示した

とおり、中山間地域等には多くの小規模高齢化集落が分布しており、そのうち一部の集

落は消滅が危惧されている状況です。 

 

 

 

 

 

⑤様々な都市が適度に分散した地域構造に対応した基盤整備 

中国地方は、様々な都市が適度に分散した地域構造を形成しています。また、地域

的には、山陰と山陽の人口集積の程度や所得などに格差があります。第２節(4)で示し

たとおり、ブロック内の人流・物流を支える高速交通基盤は、山陰における整備が非常

に遅れており、産業はもとより住民生活の利便性の面でも山陰と山陽の格差を生じさせ

る一因となっています。一方、山陽においても高速交通基盤へのアクセス道路の整備

が遅れており、地域間の日帰り交流圏のエリアが限られるなど、広域観光資源や国際

交流基盤の活用に課題を残しています。 

 

 

 

 

 

⑥「新たな公」を担う住民等との連携 

広域化する行政や民間によるサービス提供の限界・効率の低下が懸念される一方、

社会の成熟化、社会貢献に対する意識の高まり、価値観の多様化等により、従来行政

が担ってきた範囲にとどまらず、幅広い「公」の役割をＮＰＯ、企業など多様な主体が担

いつつあります。 

○予防的対応、甚大な被害が発生した地域を再び被災させないためのハード対策

を実施するとともにソフト施策との連携による防災・減災対策の実施により、災害に

強い安全な地域づくりを進める必要があります。 

○国民が日常的に利用する交通に関して、事故の防止や安全性の向上を図り、

日々の生活の安心を確保する必要があります。 

地域の活力を向上させ、快適で安心して暮らせる地域づくりを進める必要がありま

す。 

山陽に比べて遅れている山陰の高規格幹線道路等を整備するなど、交流・連携の

強化を図る必要があります。 
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⑦社会資本ストック*の高齢化に対応した適切な維持管理・既存ストックの有効活用 

第１節(4)で示したとおり、高度経済成長期を通じて社会資本が着実に整備されてき

た結果として、今後、高齢化したストックが急速に増加していくという課題が顕在化して

います。 

 

 

 

 

 

⑧地球温暖化、環境保全への対応 

地球温暖化に伴う気候変化の影響により、水害、土砂災害、高潮被害等の頻発・激

化や渇水の頻発・深刻化が指摘されています。 

また、中国地方のエネルギー消費量の全国比は人口比レベルよりも高くなっていま

す。さらに、瀬戸内海においては、赤潮の発生件数は近年横ばいで推移するなど、閉

鎖性水域の環境保全への対応が課題となっており、第 3 節(3)で示したとおり、水辺環

境を保全するための下水道事業や干潟の整備が遅れている状況です。 

 

 

 

 

地域のニーズにきめ細かく対応するため、「新たな公」と行政の連携が必要となりま

す。 

適切な維持管理の実施とともに、ICT*をはじめとするソフト対策との連携による既存

ストックの高度・有効利用が必要となります。 

○地球温暖化をはじめとする地球環境問題への対応が必要となります。 

○瀬戸内海等の閉鎖性水域の環境保全への対応が必要となります。 

*社会資本ストック：道路や港、水道、公園のように生活や経済活動に必要な公共施設などを社会資本といい、社会

資本ストックとは、現存する社会資本全てをいう。 
*ＩＣＴ：Information and Communications Technology の略。情報通信技術。情報（コンピュータ）・通信の工学及びそ

の社会的応用分野の技術の総称。今日では各種情報の収集・加工・発信などに不可欠なものとなっている。ほぼ

同義語としてＩＴ（Information Technology）が用いられることがある。 




